
死刑執行に関する会長声明 

 
本日、大阪拘置所において１名、東京拘置所において１名、福岡拘置所において１名

の各死刑確定者に対し、死刑が執行された。 
当会は、日弁連の「死刑制度問題に関する提言」を受けて、２００３年１月に「日弁

連の死刑執行停止法案をめぐって」と題するシンポジウムを開催し、死刑問題に関する

全国民的議論が尽くされるまでの間、法に基づき死刑の執行を停止するべきであるとア

ピールした。また、２００４年５月、犯罪被害者の視点から死刑制度を考えるため、ア

メリカの「和解のための殺人被害者遺族の会」代表のレニー・クッシング氏の講演会を、

そして、同年６月に「死刑と向き合う人々」とのテーマでシンポジウムをそれぞれ開催

した。さらに、昨年１０月には、「いま一度、死刑を考える～あなたが裁判員になる前

に」と題して、死刑執行停止に関する大阪公聴会を開催し、死刑に関するさまざまな問

題を取り上げ、冷静に議論することの重要性を確認した。 
  死刑については、１９８９年１２月の国連総会で死刑廃止条約が採択され、当時の国

連人権委員会は１９９７年４月以降、毎年、日本などの死刑存置国に対し、死刑廃止に

向けて死刑の執行を停止することなどを求めている。また、欧州評議会は、２００１年

６月、日本とアメリカに対し、死刑執行の一時停止と死刑制度を廃止するように促す旨

の決議を採択した。 
アジアでは、カンボジア、ネパール、東チモール等が全面的に死刑を廃止したほか、

韓国では１９９８年以降、事実上の死刑執行が停止されており、２００５年 2 月には死

刑廃止法案が国会に提出されている。 
我が国では、近時、重罰化の傾向が進み、死刑判決が増加しており、裁判を経た未執

行の死刑確定囚が今年に入って１００名を超え、昨年１２月の死刑執行に続く執行が早

期に行われるのではないかと危惧されていたなかで、今回の執行がなされた。 
一方、わが国においては、政府による極端な密行主義のもと、死刑に関する情報はほ

とんど明らかにされておらず、死刑制度に関する国民的議論を行う前提を欠く状態にあ

る。本日の死刑執行についても、いかなる手続、経緯で被執行者を選択したのかも判然

としない。あらためて死刑制度についての情報の開示を強く求めるものである。 
死刑という究極の刑罰が、国民の間で許容されているのか否かについて、この問題に

関心を持つ人々の間の議論にとどまらず、広く国民的論議がなされることが望まれる。 
死刑問題について議論が進められようとしている中、法務大臣の職責とはいえ、再び

大阪拘置所等で３件の死刑が執行されたことは誠に遺憾である。 
当会は、政府に対し、今後、国民的議論が尽くされるまでの間、死刑の執行を差し控

えるとともに、死刑制度の存廃についての国民的議論を広める対策を講ずるよう求める。 
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